
京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言実施要綱 

 

 

（目的） 

第１条 本制度は、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）（以下「法」という。） 

第５１条に規定される衛生管理について積極的に取り組む食品等事業者からの届出を受

け、本市がその取組を支援することにより、食品等事業者のＨＡＣＣＰに沿った衛生管理

の導入及び定着を推進し、衛生管理の不備に起因する食品事故等の発生防止に寄与するこ

とを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 (1) 食品等事業者とは、法第５５条又は食品衛生法等の一部を改正する法律（平成３０年

法律第４６号）第２条の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）第５２条の規

定により許可を受けた事業者、法第５７条の規定により届出を行った事業者をいう。 

(2) 営業施設とは、法第５５条若しくは旧法第５２条の規定により許可を受けた施設又は

法第５７条の規定により届出を行った施設をいう。 

 
（ＨＡＣＣＰ食の安全宣言） 

第３条 京都市内に営業施設を有する食品等事業者が、法第５１条第１項の規定により定め

られた基準を遵守し、次に掲げる要件を満たしたうえ、届け出ることをＨＡＣＣＰ食の安

全宣言（以下「安全宣言」という。）とする。 

  (1) 食品衛生責任者（法施行規則第６６条の２第１項 別表第１７第１号ロの規定に該当

する者をいう。）を設置していること。 

(2) 食品衛生法施行規則第６６条の２第３項に規定する衛生管理計画を作成し、実行した

記録を適正に維持・管理していること。 

(3) 本市が作成する衛生講習会動画を視聴していること。 

２ 京都市外に営業施設を有する者であっても、市長が認める場合にあっては安全宣言を

行うことができる。 

 

（責務） 

第４条 この要綱における本市及び食品等事業者の責務は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 本市は、制度の適正な運用及びその普及に努め、食品等事業者からの届出事務等を円

滑に運営することに努めなければならない。 

(2) 安全宣言を行った食品等事業者は、京都市食品等の安全性及び安心な食生活の確保に

関する条例第５条に規定する責務を率先垂範して果たすとともに、制度における本市か

らの支援を積極的に活用し、より安全性の高い食品を提供するよう努めなければならな

い。 



（届出） 

第５条 宣言をしようとする食品等事業者は、次に掲げる事項を記録した電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に次項に定める書類

を添付し、本市の使用に係る電子計算機と届出者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織を使用して送信する方法（以下「システム」という。）に

より、市長に届け出なければならない。 

(1) 届出者の氏名、住所及び連絡先 

(2) 営業施設の名称、屋号又は商号 

(3) 営業施設の所在地及び連絡先 

(4) 届出を行う業種 

(5) 営業施設の許可番号及び許可年月日 

(6) 食品衛生責任者氏名及び資格の種類等 

(7) 本市が作成する衛生講習会を視聴したことがわかる識別符号 

２ 前項に定める届出に添付する書類は次の各号のとおりとする。 

(1) 法施行規則第６６条の２第３項に規定する衛生管理計画 

(2) ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理実施記録の写し 

３ 前項の規定に関わらず、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に関する民間機関による認証 
（ＩＳＯ２２０００、ＦＳＳＣ２２０００、ＪＦＳ等）を取得している場合にあっては、

その認証を証する書類の写しを添付することにより、前項の書類の添付を省略することが

できる。 
４ 第１項に定めるシステムによる届出は、届出書（別記第１号様式）に第２項に規定する

書類を書面で添付して届け出ることをもって代えることができる。 
 

（変更の届出） 

第６条 前条の届出をした食品等事業者は、次の各号に掲げる事項を変更したとき、又は法

第５６条若しくは法第５７条第２項の規定により営業者の地位を承継したときは、システ

ムにより速やかに市長に届け出なければならない。 

(1) 届出を行った食品等事業者の住所等（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

(2) 届出を行った食品等事業者の氏名（法人にあっては、名称） 

(3) 営業施設の名称、屋号又は商号 

２ 前項に定めるシステムによる届出は、変更等届出書（別記第２号様式）で届け出ること

をもって代えることができる。 
 

（更新の届出） 

第７条 第５条の届出をした食品等事業者は、３年ごとに更新の届出を行うものとし、届出

は第５条第１項に準ずるものとする。 

２ 前項に規定する更新の届出は、第５条第１項若しくは前項の届出をした日から３年後の

同月日（同月日がないときは、その直前の日）から１４日以内に届け出るものとする。 



（届出の管理） 

第８条 市長は、第５条から第７条による届出があったときは、届出事項を確認のうえ、本

市の機関等の使用に係る電子計算機に電磁的記録の保存を行い、必要に応じ保存された事

項を出力することにより、帳票等の書面を作成することができるよう管理するものとする。 

２ 市長は、第５条から第７条による届出を行った食品等事業者で、希望する者に対し届出

済証（別記第３号様式）を交付するものとする。 

 

（届出の取下げ） 

第９条 届出をした食品等事業者は次の各号に掲げるいずれかに該当する場合は、システム

により１０日以内に当該届出の取下願を提出するものとする。 

(1) 自ら宣言を撤回しようとするとき。  

(2) 届出を行った営業施設を廃業したとき。 

２ 届出施設が次の各号に掲げるいずれかに該当した場合は、市長は当該届出をした食品等

事業者に対し、直ちにシステムにより当該届出の取下願を提出させるものとする。 

(1) 届出内容に虚偽の内容があること又は不正な手段により届出を行ったことが判明し

たとき。 

(2) 届出施設において法第５９条から第６１条までの規定に基づく行政処分等を受けた

とき。 

３ 前２項に定めるシステムによる届出は、取下願（別記第４号様式）で届け出ることをも

って代えることができる。 

 

（取下げ後の再届出） 

第１０条 前条第２項の規定に基づく手続を行った営業者は、次の各号の要件を全て満たし

た場合に限り、再度、第５条の規定に係る当該施設の届出を行うことができる。 

(1) 前条の規定に基づく取下げの日から３か月を経過した場合 

(2) 施設におけるＨＡＣＣＰに沿った衛生管理計画の見直しを実施した場合 

（3）本市が作成する衛生講習会の動画を視聴する等、再教育を受けた場合 

 

（安全宣言ロゴの使用） 

第１１条 第５条又は第７条の規定に基づく届出を行った食品等事業者は、安全宣言ロゴを

使用することができる。 

 

（公表） 

第１２条 市長は、第５条又は第７条の規定に基づく届出を行った食品等事業者の名称等を

京都市情報館で公表する。 

  

附則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置



に関する政令（令和元年政令第１２３号）附則第２条第１項の規定により、なお従前の例

により営業を行うことができる者においては、第８条に規定する法第５９条から第６１条

を、法第５４条から第５６条と読み替えるものとする。 



別記第１号様式（第５条関係） 

 

京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言届出書 

（宛先） 京都市長  年   月   日   

届出者住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

 

 

 

 

届出者氏名（フリガナ）（法人にあっては名称及び代表

者名） 

 

 

電話      －          

メールアドレス 
 

京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言実施要綱第５条の規定により、届け出ます。 

  
 ※本届出をされた場合、本市ホームページ（京都市情報館）において施設名称、所在地、届出業種、届出日を公開します。 

  公開の可否について次の欄にチェックしてください。 

  公開について □ 同意する  □ 同意しない 

営業 

施設 

名称、屋号又は商号 
電話  －     

所 在 地 
 

業 種  

許可番号及び許可年月日 許可番号  許可年月日    年  月  日 

食品衛生責任者氏名  資格の種類 
（該当するものに○） 

食管・食監・調・製・栄 

船舶・と畜・食鳥・その他 

受講した講習会又は免許の種類 

（資格がその他の場合のみ記載）  
受講日又は 

免許取得日 
   年  月  日 

動画視聴時 
確認パスワード  

講習会 

視聴年月日 
   年  月  日 

添付書類  

（１）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の計画 

（２）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理実施記録の写し 

備考 

1  ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を実施していることが分かる民間認証（ＩＳＯ２２０００、ＦＳＳＣ２２０００、ＪＦ

Ｓ等）を取得している場合には、その認証を証する書類等の写しを添付することにより、添付書類(1)、(2)を省略す

ることができます。 

2 業種欄は、食品衛生法第５５条又は改正前食品衛生法第５２条の規定により許可を受けた業種、食品衛生法第５７条

の規定により届出を行った業種を記載してください。 

3 許可番号及び許可年月日欄は食品衛生法第５５条又は改正前食品衛生法第５２条の規定により許可を受けた施設に

限り記載してください。  

 



別記第２号様式（第６条関係） 

京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言変更等届出書 

（宛先） 京都市長 年   月   日   

届出者住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

 

 

届出者氏名（フリガナ）（法人にあっては名称及び代表

者名） 

 

 

電話    －       
 

京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言実施要綱第６条の規定により、             
□                  の変更について 
□ 地位の承継（□ 譲渡  □ 相続  □ 合併  □ 分割）を 

営業 

施設 

名称、屋号又は商号 
電話  －     

所 在 地 
 

届 出 の 業 種  

安全宣言届出年月日    年   月   日 

変 更 年 月 日     年   月   日 

変更内容 

変 更 前  

変 更 後  

  

備考 該当する□に 印を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届け出ます。 



 
京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言 

届出済証 
 

 営業者名（法人の場合は名称） 様 
  
  食品衛生法第５１条に規定される公衆衛生上必要な措置のう

ち、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理について積極的に取り組んでい

る施設として、京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言実施要綱第５条の

規定により、届け出ていることを証します。 
 
                    年  月  日 

                  京 都 市 長 

 

記 
 

１．営業の所在地  

２．営業の種類   

３．営業所の名称  

４．次回更新日 
  

別記第３号様式（第８条関係） 



 別記第４号様式（第９条関係） 
 

京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言 取下願 

（宛先） 京都市長 年   月   日   

届出者住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

 

 

届出者氏名（フリガナ）（法人にあっては名称及び代表

者名） 

 

電話  －       
 

京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言実施要綱第９条の規定により、京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言を取り

下げます。 

営業 

施設 

名称、屋号又は商号 
 

所 在 地 
 

届 出 の 業 種  

安全宣言届出年月日 年    月    日 

理 由  

 

 


